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I. 要約 

本報告は、監査の適切な質的水準の維持・向上に資するための組織の整備と運営に関わる理

論的・分析的な説明を試みるものである。具体的には、個々の監査人が努力することによって

組織的に監査に従事し報酬を得る状況を考察し、すべての監査人が戦略的に業務に努力する水

準を選択し行動することを協調的均衡と定義することによって、この協調的均衡が、組織の規

模（総人数）により影響を受けることを理論的に説明している。 

さらに、本報告の主要な分析目的は、協調の達成が、組織の規模のどのような要因に影響を

受けているのかを明らかにすることである。具体的には、努力することに伴う不効用の大きさ、

組織に参加する期間の長さ、監査人の世代分布などに依存して協調的均衡は達成されるかどう

かを分析している。 

分析を行うにあたっては、繰り返しゲームの理論的フレームワークを適用して、監査人の努

力に対するインセンティブを考慮しながら、組織の規模に関する影響の分析を試みた。そのた

めに、監査人の戦略的行動モデルを提示し、反証可能な命題を演繹するという方法論に従って

検討を加えている。 

 

II. はじめに 

現代社会のグローバル化が急速に進行するにつれて、経済主体の間の相互依存関係は個人、

組織、社会などのあらゆるレベルでますます多様化している。その結果、さまざまな利害の対

立が生じている。このような現代経済の新しい問題の背景には、不確実性、不完全情報、市場

の不完備性、戦略的行動などを分析対象とする要因が本質的に介在している。 

本報告は、「利害が異なる個人は、組織を通じていかにして効率的で衡平な社会状態を実現

できるか」という基本テーマのもとで、組織と人間行動の間の相互関係を戦略的行動などの視

点から解明することである。 
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III.  意識 問題

複数の主体がある 1 つの組織として経済活動を行うときには、個々の主体の行動が完全に把

握できないことにより問題が生じる。もし相手主体の行動が直接に観察できるならば、モニタ

リング行い自分に不利益を与える主体を特定し、その主体に対してのみ処罰（サンクション）

を加えることができる。しかし、現実には組織が大規模化し、且つ、各主体の行動が高度に専

門化した経済環境では、他の主体の行動を直接モニタリングすることは困難であるといってよ

いだろう。つまり、不利益を与えるような主体を特定し処罰することは難しい。 

このことは、大規模なクライアントの要求に合わせるべく十分な監査資源を配分できるよう

組織された監査法人にもいえることである。2002 年のエンロン事件を契機にアーサー・アンダ

ーセン（Arthur Andersen LLP）が解散したあと、世界レベルの大規模監査法人は 4 つしかな

い。このように、組織の利害対立や情報の非対称性から統制する機能が上手く行われない場合

など、モニタリングの実効性の強化が提起されている。 

しかし、モニタリングによる方法は、いずれも立証できる情報を獲得するために多額の費用

がかかることが認識されている。さらに、監査人の努力水準がモニタリングできたとしても、

その情報は、最終的に訴訟のような裁判上で立証可能なものでなければ意味がないのである。

このように、モニタリングの実効性には問題があると考えられる。 

なぜ、モニタリングの実効性に問題があるのか。これには、モニタリングを行う組織及び個

人のインセンティブなど、基本的な問題が明らかになっていないことがあげられる。組織にお

いて業務をモニタリングする際に、その仕組みの中にどのような基本メカニズムが存在するか

を明らかにし、現実の問題との整合を確認するための分析的な検討を行っていく。 

 

IV. モデル概要 

監査人が努力することによって、組織的に監査サービスに従事し、監査報酬を得て、報酬は

各監査人に分配し消費することにより効用を得る場合を考える。 

1. ある 1 期間を取り出したとき、監査人は各世代に 人ずつおり、 世代が同時に存在し、

監査に従事している。監査実施の際に第 世代の第 i 監査人は、努力する か、努力し

ない か、どちらかの努力水準 を選択しなければならない。その結果、努力水準の

総和に応じて監査サービスが産出される。 
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ただし は、第l世代の第 監査人以外の監査人の行動ベクトルを表す。 lia− i

2. 監査人はサービス 1 単位を生産することについて 1 単位の報酬を得る。このとき、報酬は

各監査人に等分に分配されると仮定する。 
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3. 監査人は 1 単位の努力に対し、不効用を 単位被る。 q

( ) lili qaag =第l世代の第i 監査人の不効用関数:  

4. 監査人は、リスク中立的で自分の効用の割引現在価値の和を最大化するように行動を決定

すると仮定する。 

5. 第 t期の第l代の監査人i の効用関数は次のように表す。 
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6. 将来の異なる時点で発生するそれぞれの効用を、現在時点で比較するために割引因子を用

いて、現在の効用水準に換算する必要がある。割引因子をδ ( 10 << δ )と表すと、第l世
代の監査人 i は、以下の効用の割引現在価値の和を最大化する問題を解き、行動を決定す

ると表すことができる。 
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7. 囚人のジレンマの状況に設定するために次のように仮定する。 

まず、逸脱によるゲイン=努力に対する不効用＞逸脱によるロス=自分が怠けたことによっ

て失う効用を表す。 

kn
q 1
>  

次に、当期において、全員が働いたときの効用の総和の方が、全員が怠けたときの効用の

総和よりも高いことを表す。 
 1<q

8. モデルの基本構造は、時間は離散的であり、監査人の行動は tで表示される期間の中で行

われると考える。モデルの期間は、初期時点から無限大の値までとることができ、過去に

起こった事象はすべて所与であるとする。 

9. 各期において新しい監査人が出現する。各監査人は 2 期間にわたって生存するものと想定

するならば、各監査人は生存期間の第 1 期に Y 世代、第 2 期に O 世代と呼ぶことにする。

各期において世代tのY世代の監査人と世代 t -1のO世代の監査人が存在すると仮定する。 

10. 協調的均衡が達成されるδの取り得る範囲が大きいほど、協調的均衡が起こりやすいと定

義する。 

 

以上のモデルにおいて、世代重複モデルを用いた繰り返しゲームを実行し、ゲームに参加す

るすべての監査人の戦略的行動が、努力する ( )1C を選択するときに協調的均衡が達成されると

定義し、この協調的均衡が達成される場合の条件を求める。 
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11. 逸脱が発生しない必要十分条件 
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12. 逸脱が発生しない十分条件 
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V. 主要な結果 

本報告では、次のような主要な結果を得ている。 

まず、組織の規模が増加するに伴って、協調的均衡から逸脱するインセンティブが高まる。さ

らに、ゲームに参加する期間が長いほど、協調的均衡は起こりやすくなる。 

前者は、組織の規模が増加するに伴い、共同で業務に従事する監査人同士の関係が希薄にな

るか否かに依存して、協調が達成しやすくなるか否かが決まることを意味する。日常生活にお

いて通常経験するように、関係が希薄になると、怠けるインセンティブは高まるのである。 

後者は、監査人が業務に従事する期間が長期にわたるほど、協調的均衡が起きやすくなるこ

とを表している。すなわち、長期的に共同で業務を行う場合に、逸脱し将来の利得を犠牲にし

て一時的な利得を得るより、努力に対して不効用を被るとしても、長期的な視野に立って、協

調を続けるインセンティブが高まるのである。 

主要な結果から、組織の規模、組織に参加する期間の長さ、努力することに伴う不効用の大

きさは、協調的均衡の起こりやすさに影響を与えることが分かった。このように、協調が達成

される条件が、どのような要因で達成されるかを明らかにすることは、近年注目されている、

組織の整備と運営、さらに、業務の品質管理とその実効性など、現実の問題を解釈するひとつ

の側面になると考えられる。 

以上のように、ある条件の下において外性的なモニタリングを行わず、監査人が自分の効用

を最大化することだけを目的として戦略的行動を選択したとしても、監査人が内生的に努力を

投入する協調的均衡が存在する。そして、協調的均衡が達成されれば、監査人同士での処罰シ

ステムが内生的に機能するため高品質の監査の実施が確保される。その上、協調的均衡を達成

させることは、追加的コストも立証可能な証拠も必要としない。監査人の自主性に任せておけ

ば、モニタリングを行わなくても衡平な社会状態を実現できるのである。 

最後に、追加的な分析として次の結果を得ている。2 世代モデルの場合、協調的均衡が起き

る必要十分条件は、Y 世代の全体に占める割合に依存する。通常は Y 世代の全体に占める割合

が大きくなるにつれ、協調的均衡は起きやすくなる。しかし、組織の規模が極端に大きくなる
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場合には、たとえ Y 世代の全体に占める割合が大きくなっても、協調的均衡が起こりにくくな

る場合もある。本報告では時間の関係上詳細は割愛するが、さらなる分析を行った後に詳細は

別の機会にしたい。 
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